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Ⅱ 東日本部会・統一論題報告 

統一論題 

「「財管一致」から国際会計基準の適用を考える」 

～報告の概要～ 
 

 

中 嶋 隆 一 
明海大学 

 

 

 

Ⅰ 東日本部会の開催について 

国際会計研究学会第 9 回東日本部会は，2018

年 7 月 7 日（土）に，日本大学経済学部で開催

された。準備委員長の古庄 修先生，委員の挽 

直治先生を中心に万事滞りなく行われた。日程

の関係上，他の会計関連学会との重複や天候上

の理由等により，当日の参加者数が気がかりで

あったが，実際には多くの会員の方々にご参加

いただけた。 

今回の統一論題は「「財管一致」から国際会

計基準の適用を考える」である。これは，本部

会の挨拶文で示されているように「日本基準と

国際会計基準（IFRS）との統合に向けた道程 

における課題を解き明かすひとつの道
プロ

筋
セス

」とし 
て，「財管一致」を切り口とした議論に焦点を

当てたものである。 

そこで 3 人の先生方にそれぞれご専門の立

場からご報告をお願いし，理論と実務の両面か

らこの問題を取り上げ，日本企業の「財管一致」

の現状と課題を議論していただいた。 

 

 Ⅱ 統一論題の趣旨と目的 

統一論題の「財管一致」とは，財務会計およ

び管理会計が一致ないし近似値となっている

状態を指している。制度会計と管理会計という

表現を用いた場合は「制管一致」とも称されて

いる。近年，この「財管一致」の在り方が注目

されるようになった背景には国際会計基準

（IFRS）(1)の設定と適用を巡る問題が存在して

いるといわれる。 

前述したように，「日本基準と国際会計基準

（IFRS）との統合に向けた道程における課題 

を解き明かすひとつの道
プロ

筋
セス

」として，「財管一 
致」を切り口とした議論の内容を再検討し，国

際会計基準の導入に向きあう日本企業の実態

を検証しながら，会計基準の設定とその適用を

巡る今後の方向性を探ることを狙いとしてい

る。 

議論を深めるため，3 人の先生方には，予め

本部会より幾つかの課題を提示させていただ

いた。具体的には，①先行研究で示されている

マネジメント・アプローチが IFRS に適用され
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ることの意義と課題の検討，②「財管一致」に

関するこれまでの議論を整理した上で，IFRS

と日本基準のコンバージェンスを通じた管理

会計への影響を，実態調査等を踏まえながら分

析していただく。さらには，とりわけ，③収益

認識をめぐる IFRSおよび今年 3月に公表され

た日本の新収益認識基準について，適用上で想

定されうる様々な影響を検討し，実務上の課題

を抽出していただく，といった諸点である。 

統一論題は，上述の課題を予め提示させてい

ただくことで，3 つの研究報告を踏まえ，最終

的には「財管一致」に絡めた会計基準の設定と

その適用を巡る今後の方向性を検討すること

が目的である。 

 

Ⅲ 統一論題「財管一致」の背景

と現況 

1. 「財管一致」の共通理解について 

 ここで，統一論題で切り口とした「財管一致」

という用語の背景と現況について，これまでの

先行研究を整理しておく。この用語が日本で使

われ始めたのは 2000 年代以降であり，国際会

計基準とのコンバージェンスによる会計ビッ

クバンを契機として，連結会計が重視されるよ

うになってからである。そもそも「財管一致」

とはどのような状態をいい，その内容はどのよ

うなことを指すのか？ 

 先行研究としては，従来から，会計情報シス

テム論の分野で財務会計と管理会計との関係

を考察してきたものがあり，「会計情報システ

ムは，会計固有の機能である財務諸表作成に役

立つとともに，経営管理者の意思決定に役立つ

ための管理会計情報も提供するものとして，財

務会計と管理会計を統合したものとして捉え

られてきた」（櫻井〔2018〕118 頁）。 

 ただ，会計システム設計において「財管一致」

という場合，財務会計と管理会計の何を一致さ

せるのかは明確でなく，用語の使い手によって

も異なり(2)，定義が確立しているわけではな

い。また，その中身についても十分な理解がな

されているとはいい難い状況とされる（高橋

〔2017〕70 頁）。 

 一般的には，「財管一致」とは，財務会計と

管理会計の関係を意味し，財務会計および管理

会計の数値（利益）が一致ないし近似値となっ

ている状態と理解されているが，櫻井〔2018〕

は，さらに，それを一致させていなくてもその

差異が説明できる状態にすることと理解され

るとし，「財管一致とは，必ず一致させらなけ

ればならないというよりは，両者の差異を明確

にし，財務会計と管理会計との整合性（矛盾が

なく一貫性がある状態）がとれている状態を目

指すことだと捉えることができる」（櫻井〔同

上〕120 頁）としている。 

 

2. 「財管一致」促進の背景 

 日本における，近年の「財管一致」に向けた

アプローチの背景には 

（1）会計ビックバンによる連結決算重視 

（2）マネジメント・アプローチの導入 

（3）IFRS の任意適用による影響 

 

 以上の 3 つが影響しているとされる。（1）の

会計ビックバンによる影響とは，国際会計基準

とのコンバージェンスにより，グループ経営に

よる連結決算重視の結果，財務会計と管理会計

で異なる結果に対して経営者が理解できない

という「財管不一致」への対処等に係るもので

ある。 

 （2）では IFRS におけるマネジメント・ア

プローチの導入により，セグメント情報の有用

性が一層高まることが期待された(3)。これは

「財管一致」を促進した要因とされる。同時に，
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今日の会計基準設定主体は「投資者やその他の

情報利用者が「経営者の視点」から，企業の財

務情報および非財務情報を読み取ることがで

きるような形で，外部財務報告を整備拡充する

ことを企業に要求するようになった」（島田

〔2014〕47 頁）といわれる。 

そのため，マネジメント・アプローチの導入

は，投資者が経営者の意思決定情報を共有する

ということ，具体的には内部報告用セグメント

情報をそのまま外部報告情報として受け取る

ことが可能となる点に特徴があり，投資者と経

営者の情報の非対称性を解消することにつな

がる。この点について，正司〔2012〕はマネジ

メント・アプローチの影響により，「経営と会

計の融合」という概念から「財管一致」を説明

している(4)。日本企業における経営と会計の関

係を 4 つのパターンに分類し，それぞれ具体例

を提示しながら説明した上で，最終的に，下記

に示すような図表を用い「経営と会計の融合」

関係を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （正司〔2012〕36 頁を参照） 

 

正司によれば，「経営と会計が思想を一にし

て有機的に融合した状況下では，経営者は，経

営思想に基づいて管理会計を設計し，そこから

算出された会計数値をもとに経営判断を行う

という双方向の関係をもつこと」になり，「管

理会計と同じ思想で，制度会計における管理会

計処理および開示を行っていく」ことで，「制

度会計と管理会計は一致している状態となり，

投資家に対して，経営者と同じ目線での情報を

開示することになる」（正司〔2012〕36 頁）と

いう。 

 IFRS へのマネジメント・アプローチの導入

により「経営者の視点」を取り込むことの影響

が「財管一致」を促進する一つの大きな要因と

すれば，他の要因として情報コストの低下も指

摘される（高橋〔2017〕77 頁）。これは，ERP

（Enterprise Resource Planning：統合基幹シ

ステム）のような IT 技術の発展を契機に，昨

今ではクラウドの活用等で，ERP システムの

導入と運用のコストが，かつてと比べ一段と減

少しており，これも「財管一致」の促進となる

大きな要因となりうるという指摘である。 

 （3）については，2010 年 3 月期から日本で

国際会計基準の任意適用が認められたことに

よる「財管一致」の促進への影響である(5)。企

業のグローバル化に伴う在外子会社の会計処

理の統一といった経営管理面の重視や，会計情

報システムの見直し，同業他社との比較可能

性，投資者への説明責任といった様々な面から

「財管一致」の促進に向け多くの影響があった

経営思想   経営判断 

経 営 

マネジメント・アプローチ

による制管一致

管理会計 制度会計 



76 

と思われる。この点について，2011年から 2012

年にかけ日本企業の実態調査を実施した川野

によれば，国際会計基準適用に伴い，財務会計

の見直しが実施されることで，「日本企業は，

管理会計の見直しも避けられない構造にある

といえよう」（川野〔2014a〕44 頁）と指摘し，

管理会計への影響を様々な視点から詳細に考

察している。なお，IFRS 適用企業数は，2010

年を契機に，現在も着実に増加傾向にある(6)。 

 

3. 「財管一致」に関するこれまでの

実態調査結果 

 日本企業の「財管一致」に関する会計実務上

の動向調査としては，川野〔2014b〕と清松・

渡辺〔2017〕の調査研究が参考になる。前者は，

2011 年～2012 年度（2011 年 4 月～2013 年 3

月）に，日本の企業に対して実施された「管理

会計・原価計算のデータベース化への調査研究

2011-2012」と称される管理会計・原価計算実

務のアンケート調査である。 

 調査対象となったのは，東京証券取引所第 1

部，第 2 部に上場している企業 2,035 社で，最

終的に 187 社からの回収結果（回収率 9.2%）

を分析している。分析結果を見ると「83.2％の

企業が，財務会計と管理会計の利益が一致ある

いは近似値となるいわゆる「財管一致」（財務

会計と管理会計の一致）あるいは「制管一致」

（制度会計と管理会計の一致）といわれる会計

制度を採用していた」とされる。その理由とし

ては複数の会計制度を有する煩雑さから，日本

企業がもともと「財管一致」ないしは「制管一

致」への指向が強い傾向にあること，四半期報

告の実施により，四半期単位で開示される財務

諸表と月次決算による管理会計の財務諸表の

数字が異なることで違和感を憶えた経営者が

増えたこと，ERP パッケージソフトウェアの

導入を機に「財管一致」「制管一致」の会計制

度に切り替えた企業があったこと等が指摘さ

れている（川野〔2014b〕60 頁）。 

 一方，清松・渡辺〔2017〕の調査報告は，2014

年 8 月末現在で東京証券取引所に株式を上場

している企業を調査対象として，2014 年末か

ら 2015 年はじめに実施したものである。川野

〔2014b〕の調査対象との違いは，第 1 部，第

2 部のみならず，小規模の企業を含め規模の影

響を把握するためマザーズ，JASDAQ，等を含

めていることであり，当時の調査対象企業

3,431 社中，335 社から得たアンケート調査結

果を分析している。回答企業のうち，直近決算

における売上高が 300 億円未満の企業が 153

社（100 億円未満 75 社，100 億円以上 300 億

円未満 78 社）のため，売上高 300 億円未満の

企業を「小規模企業」と定義して比較分析をし

ている（清松・渡辺〔2017〕4-5 頁）。 

 この調査では最初に 2 つの目的すなわち①

「財管一致」の必要性とその進捗の実態を把握

すること，②「財管一致」のメリット・デメリ

ットがどう考えられているかの実態を把握す

ること，を調査対象としている。 

その結果，①は個別ベース・連結ベースとも

70％超の企業が「必要あり」との認識結果を示

したとされる。ただし，清松・渡辺〔2017〕は，

先の川野〔2014b〕の調査と異なり，①につい

ては（視点１）個別ベースと連結ベースでの相

違の有無，（視点２）規模による相違の有無，

（視点３）管理会計情報の作成の仕方の影響，

の３つの視点を追加し，（視点１）については，

連結ベースの方が進捗は遅く，（視点２）につ

いては「財管一致」を不要と考える企業の多く

は「小規模企業」の方であることが判明したが，

（視点３）とあわせると，単に規模の影響とは

言い切れず，管理会計情報の作成にあたり財務

会計情報への依存度が高い方が「財管一致」を

不要と考えていることにつながっていると思
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われる，と指摘している。また，②については，

「財管一致」のメリットとして正確性・整合性

の確認や作業の効率化が，デメリットとしては

システム投資に対する懸念や推測ではあるが

作業方法の変更への懸念である可能性も指摘

している（清松・渡辺〔2017〕15 頁）。 

 

Ⅳ 学会報告者のテーマ 

Ⅲで概観した「財管一致」に関する議論の背

景や現況を前提として，今回の統一論題で報告

された先生方のテーマは以下のとおりである。 

 

【第 1 報告】：中野 貴之先生（法政大学） 

「財管一致」の意義と課題―セグメント情報の

観点から―」 

【第 2 報告】：川野 克典先生（日本大学） 

「「財管一致」の現状と課題」 

【第 3 報告】：鈴木 理加先生（公認会計士・

PwC あらた有限責任監査法人） 

「IFRS 第 15 号および新収益認識基準（日本

基準）の適用による企業実務への多面的な影

響と課題」 

座長：中嶋 隆一（明海大学） 

 

第 1 報告の中野 貴之先生には，先行研究と

してセグメント情報におけるマネジメント・ア

プローチ適用の意義と課題を，①セグメント報

告制度，②セグメント報告の理論，③日本企業

による適用，④「財管一致」をめぐる論点，と

いう順で詳細に報告していただいた。 

第 2 報告の川野 克典先生には，とりわけ，

直近の日本企業の実態調査を踏まえ，主に管理

会計の側面および会計実務の面からそれぞれ

「財管一致」を考察し，「財管一致」の再定義

と，課題を提示していただいた。 

 第 3 報告の鈴木 理加先生には，実務家の観

点から IFRS15 号と新収益認識基準への移行

に及ぼす影響等について，これまでの経緯と今

後の予定，収益認識の 5 つのステップとその具

体例の提示，企業実務への多面的影響，財務会

計と管理会計の観点からの実務上の課題を報

告していただいた。 

これらの報告内容の詳細については，本誌の

各先生方の論文を参照していただきたい。 

 

Ⅴ 学会討論 

 当日の各報告者に対しては，フロアから多く

の質問が寄せられた。山口峰男先生（PwC あ

らた有限責任監査法人），宗田健一先生（鹿児

島県立短期大学），林 健治先生（日本大学），

徳前 元信先生（福井県立大学），杉本 徳栄

先生（関西学院大学）の各先生方からの質問で，

セグメント情報の注記による開示により，監査

対象となることで，管理会計上の質の向上につ

ながるのではないか，管理会計の「レレバン

ス・ロスト」を契機として，結果として大企業・

上場企業を中心とした「財管一致」が問われる

ようになったのではないか，「管理会計の財務

会計化」という観点というより，より大きな局

面では「財務会計の管理会計化」と捉えること

はできないか，等々の質問に対し活発な議論が

展開された。 

 今回の統一論題の議論を通じ，思いを強くし

たのは 1966 年に公表された ASOBAT「会計は

本質的に一つの情報システムである」（AAA

〔1966〕p.64）以来，1982 年アメリカ証券取

引委員会の MD&A 義務化，1990 年代のジェン

キンスレポートによる事業報告の変革（AICPA

〔1994〕），2006 年 1 月の ASB 報告ステート

メント（ASB〔2006〕）による OFR（Operating 

and Financial Review）の公表，2010 年の IFRS

プラクティス・ステートメント〔IFRS〔2010〕〕
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による MC（Management Commentary）の

要求，といった各報告書に通じる一連の流れで

ある(7)。同時に，利用される会計情報の質の確

保，ビジネスモデルとのかかわり等の問題の検

討とともに，実際の場では「財管一致」を促進

する際の財務会計と管理会計に関する共通な

データベースの運用と情報システムの活用が

益々重要になってくることが理解された。 

 

注 

（1）正式には国際財務報告基準（IFRS）を指すが，

ここでは統一論題の表記にしたがい，国際会計

基準と称する。 
（2）川野によれば「財管一致」とは，「財務会計と

管理会計の数値を一致あるいは近似値にするこ

とをいい，制管一致と呼ばれることもある。」（川

野〔2010〕31 頁）。ただ，高橋は「会計システ

ムを開発・販売しているベンダーや，実務家あ

るいは実務家に近い研究者からの発信はあるも

のの，その中身については十分に定義・理解さ

れているとはいいがたい状況にある」（高橋

〔2017〕70 頁）と指摘している。 
（3）2011 年 3 月期決算より，企業会計基準第 17

号「セグメント情報等の開示に関する会計基準」

が適用されることとなった。この基準では国際

的コンバージェンス促進を目的としてマネジメ

ント・アプローチが採用されている。当時のマ

ネジメント・アプローチ導入前と導入後の比較

検証については中野（〔2012〕88 頁－97 頁）が

分析している。 
（4）正司は制度会計と管理会計の一致という意味

で「制管一致」と表現しているが，本稿では「財

管一致」と同義語として扱っている。 
（5）1996 年度から 2001 年度にかけて行われた大

規模な金融制度改革の後，2010 年に国際会計基

準の任意適用が認められるようになった。 
（6）その後，2012 年 7 月には企業会計審議会によ

る「国際会計基準（IFRS）への対応の在り方に

ついてのこれまでの議論（中間的論点整理），

2013 年 6 月に「国際会計基準（IFRS）への対

応の在り方に関する当面の方針」を公表し，

2014 年 6 月 24 日には閣議決定により「『日本

再興戦略』改訂 2014 年」が公表されてきた。

これを受け，当時の IFRS 適用企業の実態調査

が実施され，2015 年 4 月には金融庁から IFRS
任意適用企業の実態調査報告書（金融庁〔2015〕）
が公表されている。 

因みに，東京証券取引所による 2018 年 10 月

時点での IFRS 適用済会社数は 179 社 IFRS
適用決定会社は 16 社で，合計 195 社となり

今年 5 月の時点での 192 社からも微増し着実

に増加傾向にある。 
（7）FR⇒EBR⇒EFR（Enhanced Financial 

Reporting）という財務報告の変革を提唱し

た平成 19・20 年度）日本会計研究学会・特

別員会研究成果で詳細に扱われている（広瀬

義州編著〔2011〕）参照。 
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